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本稿の目的は、相対的年齢効果(Relative Age Effect, RAE)を、日本の学習指導要領に沿った教科学力
テストの複数学年、複数年度の個票データを用いて分析することにより、日本における子どもたちが画一
的、厳格な学年制によってどのような影響を受けているのかを明らかにすることである。なお、 相対的年
齢効果について、本稿では海外の先行研究にならい、以降 RAE と表記する。  
人間は生まれてくる時を選ぶことはできない。1 つの学年に 365 日誕生日 が違う子どもたちがいると
いうことは、6 歳児で考えると最大で約 17%の年齢差があるということになる。国際的には、RAE、その中
でも日本で「早生まれ」 と称される、学年の中で相対的に年齢が若い子どもの不利が頑健で永続的である













学力調査を使用する。第二は、連続する 6 学年の間にある差異を 3 ヶ年分、学年と時間を固定し観察した
ことである。先行研究では、国際比較調査の対象の、単年度かつ限定された学年の定点観測としてしか、


















学時に約 5−6％の学力が比較的高い子どもたちが調査対象から外れている。3) 6 学年、3 カ年のパネルデ





















づけた(Bedard and Dhuey, 2006)。 
先進国では厳格な学年制を採用している国や地域は多くないが、英国はその一つであった。エビデンス
に基づく政策決定が根付いている英国では、これらの学術研究成果を政策課題として認識し、教育省と NFER
（The National Foundation for Educational Research in England and Wales）が協力し、国際的な論文
のメタアナリシスを行った。このプロジェクトでは、 2001 年から 2008 年に実施された 18 の研究をレ
ビューすることに加え、世界各国の調査協力機関とともに、ニュージーランド、オランダなど 13 の国と
地域で 2000 年 1月から 2008 年 7月の間に英語で書かれた、公開されている RAE についての 1,869 件の
研究論文を検索し、内容を精査した。その結果として、RAEが統計的有意であり、その原因は季節的な要因




た。親の学歴や居住地域など SES に関する項目を制御しても、1-3 月生まれは、4-6 月生まれに比較して
小学 4 年生男子では偏差値が1.86低く、女子は 2.22 低くなっている。中学 2 年生では男子は 1.13 低
く、女子は 1.59 低くなっている(Kawaguchi, 2011)。さらに競争的な選抜試験を行う 国立・私立中学の在
籍者の生年月日も分析し、これらの学校に合格(在籍)する 4月 2日生まれ(該当学年の中で最も相対的年齢
が高い子ども)の方か4月1日生まれ(最も相対的年齢が若い子ども)より在籍率が2.5ポイント高いことも
示している(川口、森, 2007)。TIMSS 2007 に関しては、Hojo が、中学 2年生を対象として男女をあわせた
分析を行い、1-3月生まれは、4-6月生まれに比較して偏差値が1.10低いとしている(Hojo,2012) 。Shigeoka
は、PISA2003 における RAEと、その是正に SES が与える影響について明らかにしている。PISA2003 の読解
力、数学知識、科学知識、問題解決能力において、1ヶ月早く生まれることは、偏差値にして 0.014-0.024 
のプラスの効果があるが、両親の学歴などの SES をコントロー ルした場合、20%から 35%の RAE の減少が
見られる(Shigeoka,2015)。以上の先行研究から、日本において RAEが存在することは示されてきたが、そ
の大きさや影響範囲についての研究は少なく、政策課題として認識もされていない。 
 続いて非認知能力における RAE ついての先行研究を記す。スポーツ分野では、英国のサッカープレミア
ムリーグにおける影響（Dudink,A.,1994）、など若年時から何らかの年齢で区切った選抜が行われる競技に
おいて、RAE が顕著に観察されて、ピア効果や非認知能力に言及している研究も多い。労働経済学の分野で
は、川口が、2002 年に 30歳から 34歳だった男性を対象とした、最終学歴と賃金の分析を行い、最終学歴
が 4年制大学だった確率は、1-3月生まれは4-6 月生まれに比べ、2.7ポイント低く、平均教育年数は0.13
年低く、時間当たりの賃金は 3.9％低いことを明らかにしている（川口, 2016）。また米国の大企業 CEOの
生まれ月を調べた研究では、早生まれの CEOが有意に少ないという指摘がある（Du et al., 2012）。そし
て成人になったあとも RAEが顕著に観察される理由については、非認知能力に着目する向きが多い。RAE が
なぜ消失しないのかのメカニズムの解明に向けた研究はまだ途上であるが、ピア効果については、自信は、
自分より少し低位のものとペアリングされた時に高まり（Battaglini et al., 2005）、小学校における集








被説明変数として生まれ月を設定し、SES を考慮しないモデル A と SES を考慮したモデル B を検討する。
説明変数とコントロール変数はすべての分析で共通とし重回帰モデルを仮定し、最小二乗法を用いて推定
する。 
学力スコア分析は各学年、男女別、モデル A を 106 個とモデル B72 個を合わせて 178 個、非認知尺度分
析はモデル B で 24 個、非認知関連個別質問はモデル B を 72個とすべて合わせると 274 個の分析である。
先行研究(Kawaguchi,2011)にならい、生まれ月は 4-6 月、7-9 月、10-12 月、1-3 月生まれと 3 ヶ月ごとに
区切り、1つの学年の中で 4つのコホートを作る。 
 学力テストは、国語、算数数学、国語と算数をあわせた総合学力の 3 種類のスコアを使用する。学年と
教科別に 12種類の難易度のテストが 3ヶ年分存在したが、それぞれの正答率を、各学年の受検者総サンプ
ルを母体とし、平均値50、標準偏差 10となる偏差値として使用する。まずモデル Aを検討し、モデル Bと
してコントロール変数として SES を代表する設問より代理変数を作成し、それを考慮した分析も行う。 
非認知能力の分析は、原調査の児童・生徒アンケートにおいて、非認知能力をはかるための 4 つの心理
尺度として、自制心（2016 年度 小 4、中 1）（2017 年度 小 5、中 2）、自己効力感（2016 年度小 5、中 2）













対して、7-9 月は少し、10-12 月、1-3 月と生まれ月が遅くなるにつれ、徐々に差が広がることから、相
対的年齢効果は、生まれた時期によるものであり、特に特に学年の後半に当たる子どもたちの影響が大き
く、中でも 1-3 月生まれの差が大きく、小 4 の学力テストスコアにおいて偏差値にして約 3.0 程度と顕著
である。2）学年が上がるごとに、相対的年齢効果は縮小していき、中 3時点では 1−3 月においても偏差値
で 1.2 程度になるが、消失はしない。6学年、教科、男女別のすべての回帰分析で、4-6 月生まれに対する、
1-3 月生まれの差は全て 0.1%水準で統計的有意である。3）1)2)に示した傾向は男女、教科を問わず一貫し







表 1）学力テストスコア結果抜粋＿総合学力＿モデル A 
 













とに生まれ月を区切りとしたときに、最も相対的年齢が若い、全人口の約 1/4 を占める 1-3 月生まれにお
いては、RAE による差は小 4段階で偏差値において約3.0、中 3においても 1.0 を超え顕著である。また高














されたテスト)、Curriculum(カリキュラム、 教育課程)、Pedagogy(教授法)、Referral for special needs 
and psychiatric support(特別教育と心理学的サポート)として 4分野が特定されている(NFER, 2009)。 
2013 年 7月に英国教育省は 「Summer-born children: school admission」という、英国での「早生ま
れ」に 当たる 4月から 8月の 5 ヶ月間に生まれた子どもたちの、発達に応じた取り扱いを定めたガイド
ラインを公表した(Department of Education,UK, 2016)。さらに 2015 年 8 月には当時の教育長官名で、 





ることが公表されている(Cirin and Lubwama,2018)。 
米国では、保護者の判断で、子どもの就学年齢を遅らせることは Red-Shirtingと呼ばれ、RAEに関する
研究結果が広く知られるようになったことと呼応するように、Red-Shirtingを選択する保護者が増える傾




ア州では学年における最も若い月齢に当たる 9月から 12月生まれの子どもたちは、2010 年に成立したthe 
Kindergarten Readiness Act という法律のもと、 Transitional Kindergarten 1011（略称 TK）と呼ばれ
るプログラムの適用を受けることができる。TK は 2010 年に、義務教育の最初の 2 年間を過ごす幼稚園に
入園するときに、まだ 4 歳である子どもたち（つまり全体の 1/4 を占める、もっとも相対的年齢が若い子
どもたち）に適用される 1年間の就学準備プログラムとして始まった。効果を検証した上で、2015年予算














ける RAE の把握は今後の研究分野である。  
子ども自身が選ぶことができず、努力によって変えることもできない出生日が、硬直的な学年制をとる教
育制度のもと、学力差として、また、進学や 就職など長期的な様々な局面で人生に影響を与えている。 
 本稿は、義務教育の教科学力や非認知能力尺度における RAE を明らかにした。データ分析としては初歩
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The impact of the Relative Age Effect 
Evidence from data analysis, between grade 4th to 9th students in Japan,  
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   This research paper examined Relative Age Effects (RAEs) in Japan, where school entry rule is 
strictly enforced without any reasonable accommodations.  
  The data size is around 300,000 in 4th-9th grades, collected by Japanese local government, as a 
complete survey, which contains 3 years’ panel data, both academic test scores and some non-cognitive 
questionnaire such as grit, self-control, self-efficacy, and diligence of all the students in the targeted 
area.  
  By regression analysis, RAE observed strong and stable, especially for youngest cohort in Japanese 
school year (born in January-March), statistically significant from 4th to 9th grades student’s academic 
performance, both test scores and other non-cognitive skills. The main results of the analysis are; 1) 
RAE observed solidly both on test scores and non-cognitive skills, the effect on test score decrease, year 
by year to the older students, but non-cognitive gap is stable or wider to 9th grade. 2) The impact on test 
scores for youngest cohort at grade 4 is around 3.0 on deviation value, decrease, and remain more than 
1.2, at 9th grade. The result is solid and stable both math and Japanese, boys and girls, observed 
stronger than past researches. 3) RAE on non-cognitive skills strongly observed at “self- efficacy”, the 
skill which contribute to academic test score. The gap is more than 1.0 on deviation value for youngest 
cohort, at grade 9th, which shows statistically significant difference from older (April to June born) 
cohort, and student’s response around the questionaries around “self-esteem”, ” teacher attitude” 
observed the same trends. 
 The evidence suggests the needs of further studies, and reasonable accommodations to younger 
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